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共助資本主義

企業版ふるさと納税モデル事業の発表



共助のプラットフォーム設立
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インパクトスタートアップ協会、新公益連盟及び経済同友会の

協働に関する連携協定

■ 協定の名称

インパクトスタートアップ協会、新公益連盟

及び経済同友会の協働に関する連携協定

■ 協定の締結日

2023年7月6日

■ 協定の目的

それぞれ保有する資源を有効に活用して協

働することにより、国内外の様々な社会課題

を解決することを目的とする。



（写真：7/6連携協定締結時の様子）
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インパクトスタートアップ協会、新公益連盟及び経済同友会の

協働に関する連携協定（続き）

■協定の協働事項

(1)テーマ別共同プロジェクトの推進

(2)イベントの開催

(3)政策提言

(4)人材交流

(5)社会課題解決のための資金循環の促進

→企業版ふるさと納税活用推進に係るモデル形成

(6)社会課題解決の評価に関する研究
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共助資本主義と企業版ふるさと納税⑴

■企業版ふるさと納税制度の仕組み
企業寄付を財源に自治体が地方創生に資する地域課題解決事業を実施する制度。法
人関係税の税額控除があり、最大寄付額の9割が控除（1割負担）される。
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共助資本主義と企業版ふるさと納税⑵

■寄附実績

令和4年度の寄付額実績は、約341億円・寄付企業4,663社、1社平均約730万円（実質

負担は73万）となり、前年比でも金額・寄付企業数ともに約1.5倍と伸長しており、多数の

企業が活用

出所：内閣府・内閣官房「地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の令和４年度寄附実績について（概要）」
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共助モデル事業1 奈良市（仲川 げん 市長より説明）

■寄附企業⑴ サントリーホールディングス株式会社

■寄附企業⑵ 株式会社商船三井

■内容

経済的な困窮課題を抱える奈良市在住の

ひとり親家庭や児童扶養手当受給世帯等を対象に、

学校以外における学習機会等の

こどもへの体験機会の提供
Shutterstockの画像素材より
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山口 祥義 佐賀県知事 よりご挨拶
よしのり
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大江 和彦 海士町長 よりご挨拶

海士町
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質 疑 応 答
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